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教育課題に対応する岡山県の取組

－３５人学級、少人数指導、小１グッドスタート支援事業、特別支援教育の充実－

○児童生徒の発達段階に対応した施策（小・中学校関係）

校種・学年等 幼 稚 園 小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３

学級編制基準 ３５人 ４０人 ４０人か３５人

教育支援員を配置(H14～) ３５人学級または少人数指導

３５人学級の実施状況 ※中１の課題が大きいことから、小・中の接続を重視して順次拡大した。

校種 学 年 実 施 年 度 ※35人以下学級の割合

中 １学年 平成１４年度～ ９２．０％

学 ２学年 平成１６年度～ ９２．４％

校 ３学年 平成１７年度～ ９２．６％

小 ６学年 平成１７年度～ ９１．４％
学
校 ５学年 平成２０年度～ ８４．８％

○県単独の施策による教職員の配置（小・中学校関係）

・主幹教諭配置校にその負担軽減のため配置（小・中学校）

・指導困難な複式学級を解消するため配置（小学校）

・小１グッドスタート支援事業の教育支援員を配置（小学校）

・特に障害児への指導の困難な学校に配置（小学校）

・中学校１学年での３５人学級の実施のため配置（中学校）

・不登校対策担当教員の負担軽減のため配置（中学校）

・へき地校において教員が所有免許外の教科を指導することがないように配置（中学校）

・学習指導、生徒指導で課題のある学校に配置（中学校）

○特別支援学級の設置状況

平成２１年度

区 分 知的障害 難 聴 自閉症・情緒障害 弱 視 肢体不自由 病弱・身体強弱 計

小学校 ２９２ ６ ２９２ １ ３ ５ ５９９ 約1.7倍

中学校 １１９ ６ ９０ １ ２ ７ ２２５

平成１１年度

区 分 知的障害 難 聴 自閉症・情緒障害 弱 視 肢体不自由 病弱・身体強弱 計

小学校 ２５５ １０ ６８ １ ５ ６ ３４５

中学校 １０８ ５ ２６ １ ４ ５ １４９

※県単独の施策や大臣
加配を活用した結果、
３５人以下となった
学級数の割合を掲載
（H22.4月現在）

小１問題（小１プロブレム）は、生活習慣

や学習習慣の確立にかかる面が大きい
小学校と中学校の接続を円滑に
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標準法による岡山県の教職員定数（小・中学校関係分）

平成２２年４月現在

○ 標準法本則定数

小学校：約 ６，９００人

中学校：約 ３，６００人

計 ：約１０，５００人

※ 学級編制基準を３５人学級とすると、約７５０人増加

＋
○ 大臣加配定数

加 配 項 目 加配人数

３５人学級の実施や主要教科での少人数指導を行うための加配

学習指導上・生徒指導上の課題のある学校にその改善のための加配

通常学級の軽度の障害のある児童生徒が通級指導で改善を図るための加配 約

心身の健康への対応を図るため養護教諭を配置する加配 ９３０人

児童生徒の食の指導を充実させるため栄養教諭を配置するための加配

主幹教諭のマネジメント機能を強化するための加配

事務を共同で実施することにより効率化を図るための事務職員の加配

研究指定校での研究や教員研修（初任者研修を含む）を行うための加配



全国知事会「平成２２年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」（抜粋）

平成２１年７月

＜社会・文教関係＞

４ 教育施策の推進について

１ 教育改革の推進

【背景・理由】

平成１７年度に完了した第７次公立義務教育諸学校教職員定数改善計画以降、定数

改善計画は策定されておらず、平成２１年度は教職員８００人の増となったが、地方

の意見を反映した新たな定数改善計画を早期に策定していく必要がある。

さらに、平成２０年３月に改訂された学習指導要領では、体験活動の重視や小学校

外国語活動の開始が示され、授業時間数も増加している一方、子どもと向き合う時間

の確保も唱えられていることから、今後、教職員の配置等地方の実情を反映した政策

の展開が必要である。

【具体的な要望事項】

（３）地方の意見を反映した次期教職員定数改善計画を早期に策定、実施すること。

（４）（略）特別支援教育の充実に向け、特別支援学校及び幼稚園、小・中・高等学

校、中等教育学校に、特別支援教育コーディネーターとして専門的な担当教員を

配置できるよう、義務教育諸学校標準法及び高等学校標準法上に位置付けるなど

必要な措置を講じること。

２ 政令指定都市に係る県費負担教職員制度の見直し

【背景・理由】

現在、政令指定都市における県費負担教職員の人事（任命）権は政令指定都市が有

し、道府県が給与負担（給与の支出責任）をしているため、任命権者と給与負担者が

異なるという「ねじれ」状態にある。

地方分権の観点からも、現在の教職員の任命権に加え、教職員の給与負担とその財

源を税源移譲等により移譲するとともに、学級編制基準・教職員定数の設定権限等を

移譲し、政令指定都市に一元化することで、道府県の関与が縮小され、政令指定都市

が自主的、主体的な教育行政を展開することが可能となるため、中核市等への人事権

の移譲の検討に先立ち、まずは、政令指定都市に係る県費負担教職員制度の見直しに

ついて早期に実施する必要がある。

【具体的な要望事項】

教育における地方分権を進め、政令指定都市が自主的・主体的な教育行政を展開す

ることができるよう、中核市等への人事権の移譲の検討に先立ち、まずは、政令指定

都市に係る県費負担教職員制度の見直しについて早期に実施すること。

また、道府県から政令指定都市に円滑に事務等が移管されるよう、制度見直しのス

ケジュールを早期に示すこと。

その際、人材や教育水準等の確保の観点から、道府県が政令指定都市とその他の市

町村との広域的調整を図る仕組みを構築すること。


